　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

北東アジアと上海協力機構　　　中川　十郎

　　　　　　　　　日本大学大学院グローバルビジネス研究科兼任講師

　　　　　　　　　　　　前東京経済大学経営学部・大学院教授

北東アジアとの出会い
愛知学院大学商学部時代、金沢出身のゼミ女子学生が環日本海経済の将来について卒論を書きたいと相談にきた。商社時代、私は長年、海外業務を担当する業務部欧米課に所属し、欧米の市場調査や開拓に取り組んでいた。20年にわたる海外駐在は中近東、アジア、南米、カナダ、米国が中心で、環日本海や北東アジアとはご縁がなかった。たまたまカナダ駐在中に、ソ連のカスピ海テンギス・ガス油田のサルファー（硫黄）分離プラントのプロジェクトや、同油田向け掘削用特殊パイプの売り込みに携わり、商談でモスクワに出張した以外、共産圏、北東アジアビジネスの経験はなかった。
この機会に北東アジを勉強したいと京都の環日本海研究会に入会した。この研究会の紹介で1996年9月の北朝鮮羅津・先峰の初の貿易経済自由特区視察団に参加した。新潟港から“さくら丸”に乗り込み、1週間、羅津･先峰貿易経済特区を視察した。
商社時代からの私のモットーは「百聞は一見にしかず」。現地も見ずに、学生の“北東アジア・環日本海経済の将来”なる卒論を審査するのは私の持論に反する。
1週間の北朝鮮訪問は得がたい貴重な体験となった。当時、日本のマスコミは北朝鮮の食料不足による飢餓情報を連日報じていた。しかし、工場見学の途次、バスから見える稲畑や高粱の実りぐあいから、北朝鮮の食糧危機が大々的に全国で生じているかのような報道振りには違和感を覚えた。はたして何人のジャーナリストが現地を実際に視察して実情を取材しているのか。彼らの報道の情報源はどこなのか。韓国や米国発の情報だけで北朝鮮の実情をつかめるのか。
日本ビジネスインテリジェンス協会会長として情報を長年研究している者には現場情報、一次情報に基づかない日本のマスコミの伝聞情報での安易な報道は問題だと感じられた。
米国発のイラク情報をそのまま信じ込んで対イラク戦争支援にのめりこんで行った日本政府の情報音痴。なんの疑いも持たず検証もしないまま、一面的で一方的な情報だけで国家政策を性急に決めてしまう日本の情報後進国振り。情報収集、分析、評価の初歩的知識も経験さえも疎んじる政官産学報道界の現状は慙愧にたえない。
現地の工場を見学し、初めて「うに」や、「マツタケ」も北朝鮮から日本に輸出されていることを知った。現地政府要員が日本語でPCを使っていることにも驚いた。

視察には私が声をかけ日本貿易学会所属の学者4名も参加した。NEAS-Netに参加しておられる斉藤祥男・元駿河台大学教授もその一人である。環日本海経済研究所の金森久雄・理事長やNEAS-Netの温井寛さんも参加されており、そのため北東アジア･環日本海を研究する金森委員会とも関係ができた。これが私の北東アジア研究のご縁の始まりである。

北東アジア経済フォーラムの国際会議で新潟、鳥取、天津、北京、ソール、ハルピン、長春、内蒙古なども訪問。吉田進氏の紹介で蒙古経済ミッションにも参加するなど、北東アジアとの関係が深まった。中野有氏の勧めで、『北東アジアのグランドデザイン』（NIRA）に「21世紀の北東アジアの貿易戦略」を執筆したのも得がたい経験になった。これらの経緯を経て、当時、NIRAにおられた李鋼哲氏からNEAS-Netへの参加を勧誘されて会員となり、北東アジア研究について長年諸先生方にご指導をいただき心より感謝している。
アジア共同体と上海協力機構
私は北東アジアと中央アジアを結ぶ上海協力機構（SCO）に関心を持ち、その設立当初から研究を続けている。ヨーロッパとアジアを結節する中央アジアはメンバー国の中国、ロシア、タジキスタン、キルギス、カザフスタン、ウスベキスタンに加え、準加盟国の蒙古、インド、パキスタン、イランの10カ国は石油、ガス、ウラン、石炭、銅資源などが豊富なことは勿論のこと、ブレジンスキーがユーラシア戦略論で強調している通り、地政学的にも重要な地域である。日本としても21世紀に世界経済の中心となるBRICｓの内の中国、インド、ロシアが存在しているこの地域との関係をさらに強化すべきであると思う。
EUは発展するこれらアジア地域への進出を狙い、アジア・ヨーロッパ会議（ASEM）を通じ、私の唱えるユーラシア横軸戦略（Eurasia Horizontal Axis Strategy）で中央アジア、北東アジアとの関係強化に注力している。一方、北中南米34カ国を糾合し、米州自由貿易地域（FTAA）の結成を目指す北米自由貿易協定（NAFTA）国の米国は南部南米共同市場（MERCOSUR）の協力を得られず、米州縦軸戦略（Americas　Vertical　Axis Strategy）が頓挫。米国はアジア・太平洋横軸戦略（Asia　Pacific Horizontal Axis　Strategy）に 軸足を転換。米国はかねて提唱しているアジア太平洋経済協力（APEC）傘下のアジア太平洋自由貿易地域（FTAAP）の核とするために環太平洋連携（TPP=Trans Pacific Partnership）、環太平洋戦略的経済協定（TPSEA＝Trans Pacific Strategic Economic Agreement）への参加を強く希望している。従ってTPP構成国のシンガポール、ブルネイ、ニュジーランド、チリに加え、米国はベトナム、豪州、ペルーの4カ国で加入しようと2010年3月に広域アジア太平洋経済協力会議を開催して、躍進するアジア太平洋地域で貿易を拡大するのみならず、金融、サービス、投資など幅広い分野の強化を狙っている。
2010年11月に横浜でAPEC会議が開催されるが、議長国の日本はFTAAPの枠組みを作ることを要請されている。この機会に、日本としては鳩山首相が提唱する東アジア共同体構築に際してはASEANを中心としながらも、その下部機構として、メコン川流域諸国との協力に加え、中央アジアの上海協力機構国と北東アジア地域諸国をも加えた広域アジア・ユーラシア共同市場の構築をグローバルな視野から構想することが肝要であると思われる。このような観点からNEAS-Netも北東アジア研究に加え、中央アジア、ASEANをも包含した「大アジア共同体」構築に焦点を当てた研究を深めることを、世界経済大転換の年である2010年の新春に期待するところ大なるものがある。
